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帳票要件における論点
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1. 帳票要件策定の考え方
１-１. 帳票要件（標準仕様素案）の作成方法

帳票要件(標準仕様素案) は、一部自治体及びベンダーより受領した帳票一覧や、不足事項に対する追加確認情報をもとに「機

能要件比較表」を整理したうえで、作成しました。事前にご確認いただき、収集したご意見を踏まえ、論点の協議等を行います。

なお、住民や年金機構等の外部機関向けの帳票（外部帳票）を対象とし、内部帳票は帳票要件で定義せず、EUC機能での

対応を原則とする想定です。

ツリー構成 帳票要件

大項目 中項目 ベンダーA ベンダーB ベンダーC ・・・ 自治体(ア) 自治体(イ) 自治体(ウ) ・・・ サマリー

5-1 年金機構
への報告・
年金機構
からの情報
登録

年金機構へ
の報告

‐帳票名
‐法定
‐概要

・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・

・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・

帳票要件比較表

自治体・ベンダーからの受領した帳票一覧・帳票レイアウトより、帳票名・法定帳票か
否か・帳票の概要を記載

機能・帳票要件（標準仕様素案）

No
ツリー構成 標準仕様

（案）

要件種別
（必須/オプション
/実装不可）

論点・留意点・
要確認点など大項目 中項目

5-1-1 年金機構へ
の報告・
年金機構か
らの情報登
録

年金機構へ
の報告

国民年金被保険
者関係届書

年金機構へ送付する関係
届書

法令上必須 必須 ・・・

5-1-2

後述

ワーキングチーム・ベンダー分
科会等で協議・確認が必要
な事項は論点として記載

• 帳票比較表をもとに集約した仕様を記載

• 比較対象の帳票にばらつきがある場合は、標準仕様
（案）として定めた要件の考え方・根拠も記載
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「法令上必須」の帳票を標準化対象とし、介護保険標準仕様書に準じ、「帳票項目」「レイアウト」を定義することを想定しています

1. 帳票要件策定の考え方
１-２．帳票要件における標準化対象帳票の考え方

国民年金における帳票要件のスコープ

類型 性質 標準化対応 機能要件
帳票要件

帳票項目 レイアウト

1
外部
帳票

法令上必須 標準化対象
機能要件に記載があり、帳票項目・
レイアウトまでが定義されている

〇 〇 〇

2 法令外 オプション対象
機能要件にオプションとして記載があるが、帳
票項目・レイアウトとしての定義はない

〇
（オプション）

× ×

3 内部帳票 対象外 △（EUC） × ×

諸元表

折返 型 ・・・

無 半角

無 全角

帳票詳細要件 帳票レイアウト

No システム印字項目
実装項目

備考
必須 オプション 不可

1 個人番号 ●

2 氏名（姓） ● ミドルネームは・・・

・・

業務 5.1.年金機構への報告 帳票名称 国民年金被保険者関係届出書（報告書）

諸
元
表
は
対
象
外

「法定上必須」の帳票において定める内容
①帳票詳細要件 ②帳票レイアウト ※諸元表は対象外
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「法令上必須」の定義は「法律・政令・省令・事務連絡により、厚労省又は日本年金機構が提示している様式」としたうえで、法令

上必須である住民や年金機構と授受される外部帳票を帳票詳細要件定義の対象とします

1. 帳票要件策定の考え方
１-３．法令上必須の範囲

外部帳票（法令上必須
※
）

実装
PKG数

発行対象

住民⇒
自治体

自治体⇒
年金機構

国民年金被保険者関係届書（申出書） 4 ○ -

国民年金被保険者関係届書（報告書） 6 - ○

国民年金被保険者資格関係記録訂正・追
加・取消報告書

6 ○ ○

国民年金保険料免除・納付猶予申請書* 6 ○ -

国民年金保険料免除・納付猶予申請書
（市町村確認書）*

3 - ○

保険料学生納付特例申請書 6 ○ -

保険料学生納付特例申請書（市町村確認
書）

3 - ○

居所未登録者報告書 1 - ○

居所未登録者住所判明報告書 1 - ○

国民年金関係報告書* 6 - ○

電子媒体届書総括票 7 - ○

国民年金関係書類送付書 2 - ○

所得調査票* 1 - ○

老齢福祉年金所得状況届 1 - ○

特別障害給付金所得状況届 1 - ○

外部帳票
（左記以外（協力連携事務も含））

実装
PKG数

送付対象

年金機構 住民

２０歳到達者一覧* 3 ○ -

国民年金被保険者資格関係記録訂正・追
加・取消報告書（申出書）

1 - ○

国民年金保険料免除 承認・却下 処理簿 1 ○ -

所得証明提出周知文 1 - ○

異動届送付用 1 〇 -

国民年金関係異動届* 1 ○ -

異動一覧表* 2 〇 -

電子媒体届出書ラベル 1 〇 -

老齢福祉年金定時届関係連名簿 1 ○ -

国民年金障害基礎年金・遺族基礎年金所
得状況届連名簿

1 ○ -

特別障害給付金連名簿 1 ○ -

外国人年齢到達予定者一覧 1 ○ -

納付記録票 1 ○ -

必要書類リスト 1 - ○

宛名はがき 1 - ○

年齢到達者一覧* 1 ○ -

年金受給のお知らせ 1 - ○

前年申請免除者（封書） 1 ○ -

年金証書受領書 1 ○ -

宛名シール* 3 - ○

※ 厚生労働省、年金機構から様式が示されている
＊ 複数様式が定義されている

帳票詳細要件の定義対象（外部帳票（法定上必須））
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２. 本ワーキングチームにおける討議対象
事前にご確認したご意見については、以下の区分にて振り分けし、そのうち、「討議」とするものについて議論を進めていきます

No. ご意見区分 取り扱い方針 ご意見総数

1-1 討議事項 ワーキングチーム  ワーキングチーム（本会合）において討議する 18

1-2 ベンダー分科会  ベンダー分科会において討議する 51

2 指摘 －

 ご指摘を踏まえ、帳票要件等を修正する
（事務局にて修正後、次回研究会に先立ち、構成員各
位へ提示、確認依頼予定）

109

3 質問 －  事務局にてご回答を作成、別途、ご提示 19

頂戴したご意見の区分と取り扱いの考え方

本日の討議対象
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３. 協議事項一覧
帳票要件に関する討議事項は次の7項目となります

詳細については配布した帳票詳細要件もあわせてご確認いただき、適宜、参照しながら検討を進めます

区分 内容

討議事項

共通①  印字を必須とする項目の範囲（必須／任意の判断基準）

共通②  電子公印のシステム化範囲

共通③  複写式用紙/ドットインパクトプリンタへの対応

共通④  自由記入欄（連絡欄等）の扱い

共通⑤  個人番号及び基礎年金番号の表記コントロール

共通⑥  自治体側情報の出力範囲

共通⑦  ○囲み表記項目の取り扱い
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討議事項以外の指摘、質問については、以下の件数をいただいています

（補足）討議事項以外の項目

区分 計

討議事項 69

指摘 帳票詳細要件を修正 109

その他 0

計 109

質問 19

合計 197

区分 帳票 計

帳
票
詳
細
要
件
を
修
正

1 国民年金被保険者関係届書（申出書） 0

2 国民年金被保険者関係届書（報告書） 6

3 国民年金被保険者資格関係記録訂正・追加・取消報告書 21

4 国民年金保険料免除・納付猶予申請書 6

5 国民年金保険料免除・納付猶予申請書（市町村確認書） 7

6 保険料学生納付特例申請書 26

7 保険料学生納付特例申請書（市町村確認書） 4

8 居所未登録者報告書 3

9 居所未登録者住所判明報告書 2

10 国民年金関係報告書 3

11 電子媒体届書総括票 0

12 国民年金関係書類送付書 0

13 所得調査票 0

14 老齢福祉年金所得状況届 31

15 特別障害給付金所得状況届 0

計 109
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「国民年金被保険者関係届書（申出書）」において、オプションとした項目に対して「現行システムでは出力しているため必須とした

い」とのご意見を頂戴しました。各帳票における項目単位での必須／任意の取り扱いについてご議論をお願いします

４. 討議
４-１. 共通①：印字を必須とする項目の範囲（必須／任意の判断基準）

国民年金被保険者関係届書（申出書） 印字必須／任意とする項目の一次判断基準（案）

【論点】
 各帳票について、一律、本基準で判定できるか
 当該基準で判定することが適切でない帳票がないか

実装すべき
出力項目

（必須項目）

実装してもしなくても
良い出力項目

（オプション項目）

実装しない出力項目

（実装不可項目）

以下のいずれかに該当する
エ） 10団体* のうち、１団体以上で実装されている
オ）調査対象の複数の自治体で実装されていることが確認できる

ア）10団体* にすべてに実装されている

ただし キ）に該当しないこと

以下のいずれかに該当する
イ） 10団体* のうち、５団体以上で実装されている
ウ）調査対象の複数の自治体から、業務負荷や改善要望の意見がある
など、住民サービス向上や自治体業務効率化に資する機能と勘案される

以下のいずれかに該当する
カ） 10団体* のいずれも実装されていない
キ）年金機構への令和3年7月に照会した結果、令和4年度以降に自治
体で対応不要となる業務に付随する

3

１

2

4

*10団体はベンダー、自治体双方を含む
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「国民年金保険料免除・納付猶予申請書（市町村確認書）」に対し、「公印廃止帳票ではないため、市区町村長の電子公印

をオプションとするべき」とのご意見を頂戴しました。帳票要件上の取り扱いについてご議論をお願いします

４. 討議
４-２. 共通②：電子公印のシステム化範囲

対象帳票 対象帳票

対象帳票
市区町村長表記

首長名 公印

1 国民年金被保険者関係届書（申出書） - -

2 国民年金被保険者関係届書（報告書） - -

3 国民年金被保険者資格関係記録訂正・追加・取消報告書 - -

4 国民年金保険料免除・納付猶予申請書 - -

5 国民年金保険料免除・納付猶予申請書（市町村確認書） ○ ○

6 保険料学生納付特例申請書 - -

7 保険料学生納付特例申請書（市町村確認書） ○ ○

8 居所未登録者報告書 - -

9 居所未登録者住所判明報告書 - -

10 国民年金関係報告書 - -

11 電子媒体届書総括票 ○ -

12 国民年金関係書類送付書 ○ -

13 所得調査票 - -

14 老齢福祉年金所得状況届 - -

15 特別障害給付金所得状況届 - -

【論点】
 市区町村長の電子公印出力を要件化（オプション）するか
 あるいは、公印廃止とする方向で制度見直し余地はあるか

パターン１：公印あり

パターン２：公印なし

●●● ●●●

●●●●●●
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「国民年金保険料免除・納付猶予申請書」等に対し、「年金機構から配布されている複写式様式にドットインパクトプリンタで印字

するか、あるいは本人控はコピー等を交付するか」とのご意見を頂戴しました。帳票要件上の取り扱いについてご議論をお願いします

４. 討議
４-３. 共通③：複写式用紙/ドットインパクトプリンタへの対応

対象帳票例 運用イメージ

【論点】
 複写式用紙及びドッ
トインパクトプリンタを
継続するか
 本人控はコピー交
付or本人控分も含
めシステム出力、交
付する運用に変更
可能か

現行

見直し後（複写式・ドットインパクトプリンタ廃止）

３枚目：本人控１枚目：提出用 ２枚目：提出用

１枚目：提出用 ３枚目：本人控２枚目：提出用

 複写式用紙にて３枚
目まで一度に記入

 ドットインパクトプリンタ
でシステム出力項目も
一度に印字

 手記入項目がある場合、複数回記入要
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「国民年金被保険者関係届書（報告書） 」の「市区町村・日本年金機構連絡欄」等に対し、自動記載項目や必須・任意、レ

イアウト等についてご意見を頂戴しました。帳票要件上の取り扱いについてご議論をお願いします

４. 討議
４-４. 共通④：自由記入欄（連絡欄等）の扱い

対象帳票（例） 対象帳票

対象帳票 自由記入欄

1 国民年金被保険者関係届書（申出書） 連絡欄

2 国民年金被保険者関係届書（報告書） 連絡欄

3 国民年金被保険者資格関係記録訂正・追加・取消報告書 連絡欄

4 国民年金保険料免除・納付猶予申請書 特記事項、備考

5 国民年金保険料免除・納付猶予申請書（市町村確認書） 天災を理由とした場合の意見、連絡欄

6 保険料学生納付特例申請書 特記事項、備考

7 保険料学生納付特例申請書（市町村確認書） 天災を理由とした場合の意見、連絡欄

8 居所未登録者報告書 (住民票削除理由)

9 居所未登録者住所判明報告書 -

10 国民年金関係報告書 連絡欄、(理由等)

11 電子媒体届書総括票 備考

12 国民年金関係書類送付書 -

13 所得調査票 -

14 老齢福祉年金所得状況届 備考

15 特別障害給付金所得状況届 備考

【論点】
 システム出力項目とするか
 基礎年金番号を必須出力とするか
 画面上で入力した文言を出力する機能を設けるか

 手入力を想定した記入レイアウトとするか
 現行様式のレイアウトに準ずることでよいか
（現状のレイアウトにてスペースの過不足はないか）
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「国民年金保険料免除・納付猶予申請書」において、「市区町村により印字の要件が異なる（印字なし／個人番号／基礎年金

番号）」とのご意見を頂戴しました。帳票要件上の取り扱いについてご議論をお願いします

４. 討議
４-５. 共通⑤：個人番号及び基礎年金番号の表記コントロール

国民年金保険料免除・納付猶予申請書 対象帳票

記載追加
イメージ

対象帳票

パターン

基
礎
年
金
番
号
の
み

個
人
番
号
の
み

い
ず
れ
か

1 国民年金被保険者関係届書（申出書） - - ○

2 国民年金被保険者関係届書（報告書） - - ○

3 国民年金被保険者資格関係記録訂正・追加・取消報告書 - - ○

4 国民年金保険料免除・納付猶予申請書* - - ○

5 国民年金保険料免除・納付猶予申請書（市町村確認書） - - ○

6 保険料学生納付特例申請書 - - ○

7 保険料学生納付特例申請書（市町村確認書） - - ○

8 居所未登録者報告書 ○ - -

9 居所未登録者住所判明報告書 ○ - -

10 国民年金関係報告書 - ○ -

11 電子媒体届書総括票 - - -

12 国民年金関係書類送付書 - - -

13 所得調査票

14 老齢福祉年金所得状況届 ○ - -

15 特別障害給付金所得状況届 ○ - -

複数様式有
【論点】
 標準仕様として要件を統一できるか
 原則、個人番号を出力することとし、個人番号未登録者の
場合のみ基礎年金番号を出力する仕様とするか
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「電子媒体届書総括票」において、「自治体職員が記入する運用としており、自動で出力していない」とのとのご意見を頂戴しました。

帳票要件上の取り扱いについてご議論をお願いします

４. 討議
４-６. 共通⑥：自治体側情報の出力範囲

電子媒体届出書総括表 自治体に関する情報の種類

#” 項目 出力値

1 作成年月日 出力年月日（和暦）

2 提出元ID 固定値（マスタ設定）

3 媒体通番 自動計算

4 届出書件数 自動計算

5 市区町村名 固定値（マスタ設定）/ 画面入力 / 空欄（手入力）

6 電話番号 固定値（マスタ設定）/ 画面入力 / 空欄（手入力）

7 担当者名 固定値（マスタ設定）/ 画面入力 / 空欄（手入力）

8 提出日 画面入力 / 空欄（手入力）※” 年 月 日”のみ表示

9 市区町村長名 固定値（マスタ設定）/ 画面入力 / 空欄（手入力）

10 備考 画面入力 / 空欄（手入力）

【論点】
 自治体側に関する情報は手入力する仕様とするか
 一定範囲（システム自動判別できる情報）はシステム出力
する仕様とするか、その場合、該当する項目は何か
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「国民年金被保険者資格関係記録訂正・追加・取消報告書」に対し、「関係届書（報告書）と同様、届出種類に応じた番号を

表示する仕様がよいのでは」とのご意見を頂戴しました。帳票要件上の取り扱いについてご議論をお願いします

４. 討議
４-７. 共通⑦：○囲み表記項目の取り扱い

届出種別表記方式（２パターン） 対象帳票

対象帳票 パターン

1 国民年金被保険者関係届書（申出書） ○囲み

2 国民年金被保険者関係届書（報告書） 数値

3 国民年金被保険者資格関係記録訂正・追加・取消報告書 ○囲み

4 国民年金保険料免除・納付猶予申請書* -

5 国民年金保険料免除・納付猶予申請書（市町村確認書） -

6 保険料学生納付特例申請書

7 保険料学生納付特例申請書（市町村確認書） -

8 居所未登録者報告書 -

9 居所未登録者住所判明報告書 -

10 国民年金関係報告書 数値

11 電子媒体届書総括票 -

12 国民年金関係書類送付書 数値

13 所得調査票 -

14 老齢福祉年金所得状況届 -

15 特別障害給付金所得状況届 -

【論点】
 年金機構向けのシステム出力書類は数値表記とするか
 住民が手で記入するケースがある書類は○囲み表記を残すか
（手記入時のわかりやすさを考慮）

パターン１：●囲み

パターン２：数値記載


